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※ 主な内容

1) 特許審査請求後の補正により請求項を追加す

る場合の手数料を調整 

-追加される請求項1項当たり5万1千ウォン/既

存4万4千ウォン

 -施行：同規則施行(2024.5.1.)後の特許出願か

ら適用 

2) 国際商標の分割出願導入に伴う手数料の新設

-国際商標登録出願の分割出願：6万8千ウォン

*多類指定商標登録出願の分割出願が以下に該

当する場合、その分割する出願毎に1万3千ウォン 

·同じ商品類区分に属する指定商品の変更がな

い、又は指定商品を削除して商品類区分のみを分

割出願する場合 

-国際登録基礎商標権の分割登録：件毎に7万3

千ウォン

 -施行：同規則施行(2024.5.1.)後の分割申請か

ら適用 
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・米開発者「私が作ったAIが食品容器などを開発」 

・韓国を含む16カ国に国際特許出願…拒絶される 

・1審敗訴後、控訴…「AI発明家を認めるべき」 

・米､英の最高裁判所「棄却」…豪州の1審「認める

べき」 

「スティーブン・テイラー氏（米国の開発者）は、

本人の名前で特許出願すればよいのではないか」-

判事  

「テイラー氏が作ったのは『DABUS』という名の人工

知能(AI)で、特許出願をしようとした発明品は、こ

のDABUSが作ったものです」-スティーブン・テイ

ラー側弁護士 

 AIが発明家として特許出願できるかについて争

う国内訴訟の控訴審の第1回弁論期日が、4月18日に

ソウル高等法院で開かれた。米国のAI開発者である

スティーブン・テイラー氏は、本人が作ったAIの

DABUSが特殊な機能を有する食品容器及びランプを

発明したとし、2019年に韓国を含む16ヵ国に国際特

許を出願した。韓国特許庁が無効処分としたので行

政訴訟を提起したが、昨年敗訴して、その後控訴し

た。 

 1審の法院に続き控訴審においても「法の規定が

不在な状況でAIの発明家を認めることができるか

否か」が争点となった。特許法第33条は「発明をし

た者又はその承継人」が特許を受ける権利を有する

としている。特許庁は、「自然人でないAIを発明者

としたことは、特許法に違背する」という立場だ。

1審の裁判部もやはり「我が国の特許法の文献体系

上、発明者は自然人を意味すると見るのは明らか

だ」とし、「自然人でないAIは、ものに該当すると

見ることができるので、独自の権利能力を認めるこ

とはできない」と判示した。 

 しかし、テイラー氏側は、「私は発明品に関する

知識がなく、『DABUS』が一般的な知識を学習した後、

2つの異なる発明を自ら創作した」とし、再び裁判部

の判断を求めた。この日、テイラー氏側の弁護人は、

「時代が変わり科学技術が発展したことにより、自

然人以外も発明できるという事実を認める時が来

ている」と語った。また、過去にインターネット公

知の効力が書面公知と同じか否か問題になった時

期があったとしながら、「インターネット公知に関

する規定がないからといって公知とはならなかっ

 

AIは発明家になれるのか…      

特許庁vs米開発者の第2ラウンド始まる 

スティーブン・テイラー氏が開発したAI『DABUS』が作ったとして特許出願しようとした発明品2種(特許庁ホームページより) 
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たと言えないのではないか」と反問した。 

 特許庁の法律代理人側は、1審に続き、現行法上、

AIに対して発明者の地位を認めることができず、国

際的な傾向も同様である点を強調した。テイラー氏

側が特許出願した16ヵ国のうち、南アフリカ共和国

を除いた全ての国で特許出願は拒絶され、訴訟を提

起したケースにも勝訴した事例がない。代理人は、2

月に米国特許庁が発表した「AIを利用して発明され

た創作物の特許出願ガイドライン」を紹介しながら、

「米国はAIを発明者として記載することを許容せ

ず、AIを道具として活用して発明した人を記載する

ようにしている」と語った。本事件の裁判部は、5月

16日に判決を言い渡すと明らかにした。 

 AI技術が急速に発展している状況の中で、テイ

ラー氏の『DABUS』の国際特許出願は、AIが寄与した

発明品の特許を認めるべきか否かに対する法理的、

学術的論争を引き起こしている。テイラー氏がAI発

明家の認定を求める旨提起した訴訟に対し、米連邦

最高裁判所及び英国最高裁判所は、最終的に棄却判

決を下した。豪州の1審の裁判所は、明示的な規定が

ないとしてAI発明家を認めるべきと判決したが、控

訴裁判所で覆され、最高裁判所はこれを確定した。ド

イツ連邦特許裁判所は、自然人だけを発明者と認定

するものの、発明者を記載する際にAIに関する情報

を併記することまでは許容すると判決した。韓国の

学界では、現在の技術水準では、AIが人の介入なく自

ら発明することは不可能であり、現時点で関連の立

法は必要ではないという認識が一般的だ。 

 第22代国会議員の選挙が4月10日に行われた。接戦

地区では、多くの人が夜遅くまで選挙放送を視聴し

ただろう。放送局は華麗なグラフィック技術などを

活用し、心血を注いで選挙放送番組の準備をしてき

た。その中で、番組名に「選択」の文字を使用するこ

とで商標権紛争となっており、関心が向けられてい

る。 

 MBC(文化放送)は、「선택(選択)」の商標を第35類、

第41類および第42類の商品、並びにサービス業で

1997年に初登録した後、10年単位で存続期間を更新

してきた。MBCは当該類に含まれた選挙情報提供業、

ニュース報道サービス業、コンピュータプログラム

などで「選択」という商標を独占して使用できる。 

 

(訳:一部抜粋) 

 ところが、KBS(韓国放送公社)が第22代国会議員

選挙の特集タイトルに「選択300」を考慮したため、

MBCは上記商標権を根拠に「選択」の商標を許可なく

使わないようKBSに使用中止を要求した。過去にも、

SBSが「選択2002」という番組名をつけようとした

が、MBCの要請により「国民の選択」に名前を変えて

おり、KBSも「選択2020総選挙」を使おうとしたが、

MBCの公文書を受けとり「私の人生を変える選択

2020総選挙」に変えて使用した。 

 しかし、今回は、KBSがMBCからの使用中止の要請

に応じることなく、3月21日にMBCの「選択」の商標

を対象とした消極的権利範囲確認審判を請求した。

消極的権利範囲確認審判とは、請求人の商標使用が

登録商標の権利範囲に属さないとの確認を求める

審判だ。したがって、KBSは「選択300」という選挙

放送番組のタイトルが、MBCが保有している「選択」

商標権の権利範囲に属さない旨の確認を特許審判

院に要請したものだ。 

 特許審判院では、双方の主張と提出された証拠を

基に、登録商標の効力が及ぶ範囲を客観的に判断す

ると思われる。 

 両商標の類似判断は、「選択300」の商標に対する

判断を分離観察するか、全体観察するかによって左

KBSとMBCの「選択」争い  
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 欧州各地に電気自動車を販売しているA社のバッ

テリーを分析した結果、LG EnSolのコーティング分

離膜、正極材、電極·セル構造などのコア素材及び工

程で30件以上の特許侵害が確認された。世界屈指の

電子機器メーカーに納品されるB社のバッテリーも、

同社の特許を無断で使用していると会社側は説明し

た。 

 LG EnSolが、2018年に世界で初めて負極に適用し

た革新的なコーティング技術であるダブルレイヤー

コーティング(DLD)技術、カーボンナノチューブ

(CNT)線分散技術など、コア工程技術を融合した電極

設計特許も多数の侵害事例が発生している。また、高

電圧·高効率電池に適用する電解質、高容量ハイニッ

ケルNCM正極、ミッドニッケルNCM(NCM523、622)を先

導して開発し、表面処理方法とNCMにリチウムリン酸

鉄(LFP)、リチウムコバルト酸化物(LCO)、リチウムマ

ンガン酸化物(LMO)を混合した電極とシリコン(Si)

系負極などを初めてバッテリーに適用して特許で保

護しているため、技術侵害の要素が大きい状況だ。 

 市場調査機関のSNEリサーチによると、電気自動車

のバッテリー市場は、2015年の28GWhから2023年には

706GWhに25倍余り成長した。来る 2035年には、

5256GWh規模まで成長することが予想される。バッテ

リー市場が急速に成長して企業間の競争が激化する

中で、優れた特許を確保することが難しい後発企業

は、特許を無断で使用して、欧州、中国、インド、東

南アジア等への市場進出を拡大している状況だ。 

 LG EnSolは、合理的なライセンス市場の構築のた

めに、パテントプールや特許権の売却など、多様な方

法の収益化モデルを活用していく計画だ。 

 まず、市場で侵害されている特許を中心に、グロー

バルなパテントプールを通じて主要特許を段階的に

ライセンスし、ライセンス事業及び管理を効率化す

ることとした。先発企業は特許権に対する合理的な

ロイヤルティを受けとり技術開発などに投資を拡大

し、後発企業は正当な特許権の使用を通じて製品の

競争力を高めるという好循環な構造を作ろうとする

ものだ。 

 LG EnSolは、正当なライセンス契約を行うことな

く無分別な技術侵害が続く場合、特許侵害差止訴訟

右されると思われる。分離観察であれば、番組名とし

て「選択」という名称に識別力があるため、一般の視

聴者は「選択300」において「選択」を要部として分

離観察することになる。よって、両商標は類似すると

見られるというものだ。一方、全体観察するならば

「選択300」から「選択」のみを分離して見るのでは

なく、「選択300」全体で判断しなければならないた

め、「選択」と「選択300」は互いに非類似の商標と

判断する可能性がより高くなる。 

 また、KBSが主張しているように、「選択」は商標

的目的で使われたものではなく、番組の内容を説明

するために使われたものであり、特定人の独占には

適さないため、商標法第90条の性質表示標章として

商標権の効力が制限されるか否かについても判断さ

れると見られる。 

 KBSが提起した消極的権利範囲確認審判に対する

特許審判院の審決が出ても、特許法院及び大法院で

さらに争われる可能性があるため、最終確定するま

でには時間がかかるだろう。  

 LG Energy Solution（以下、LG EnSol）がバッテ

リー業界に蔓延している「特許ただ乗り」に刀を抜い

た。不法で特許を使用している企業には訴訟及び警

告などで強硬に対応し、グローバルな特許ライセン

ス市場を造成して、バッテリー産業において公正に

競争できる環境に導くという構想だ。 

 LG EnSolは、4月24日に知的財産権に対する後発企

業の無分別な侵害事例が多数発見されたと明らかに

した。同社は現在、バッテリー製造に商用化されて使

用されている基礎技術である第1世代技術から先端

第3世代技術まで、登録基準で3万2000件、出願基準で

5万8000件余りの特許を確保している。現在保有する

特許のうち、ライバル会社が侵害していたり、侵害す

ると予想される「戦略特許」は1000件程ある。LG 

EnSolによると、このうち既にライバル会社の侵害が

確認されている特許だけでも580件に達する。 

既に580件も盗まれている…「特許ただ乗

り」に刀を抜く「LG Energy Solution」 
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などで強硬に対処すると強調した。米国、欧州、中国

など主要市場で現地の専門家を積極的に確保してグ

ローバルな訴訟能力を強化し、海外のIPオフィスを

拡大してグローバルな知的財産権を体系的に管理·

監督していく計画だ。 

 LG EnSolのキム·ドンミョン最高経営者(CEO)は、

「企業の存続と産業の発展のために知的財産権を保

護し無分別な特許侵害に厳重に対応していく」とし、

「先発企業として合理的なライセンス市場構築の先

頭に立って特許権に対する正当な対価を受け取り、

未来の中核技術の開発も積極的に推進して、LG 

EnSolのみの差別化された顧客価値を提供し続ける」

と明らかにした。 

 

-OLEDイヤーマイクロLED分野も韓国企業が技術開発

をリード  

-1位:LGイノテック、2位:サムスン電子、4位:サムス

ンディスプレイ、9位:LGディスプレイなど上位10社

に韓国企業4社 

 マイクロLEDは、100μm以下のLED素子一つ一つが

個別の画素で直接光を放つディスプレイ技術だ。LCD

やOLEDに比べて薄く作ることができ、LED素子の光を

個別に制御して細密なコン

トラスト比を具現化でき

る。 

 また、有機物素材を用い

るOLEDとは異なり、画質の

低下やバーンイン(残像)現

象がなく、電力消耗量が少

なく寿命が長く応答速度が

速い等の利点により、LCD、

OLEDに続く次世代のディス

プレイとして注目されている。  

 マイクロLED市場は、2022年の1,400万ドルから

2023年には2,700万ドルに達して、前年比92%成長し

たが、2027年には5億8千万ドルと、年平均136%の成長

が予測されている(Trendforce, Aug., 2023) 。  

 大型テレビやスマート機器など多様な分野で使用

され、次世代のディスプレイとして注目されるマイ

クロLED分野だが、韓国は特許登録において世界1位

を獲得し技術開発をリードしていることが分かっ

た。 

 特許庁がIP5(韓国、米国、中国、欧州連合、日本)

に登録された特許を分析した結果、過去10年間(2013

～2022年)のマイクロLED技術における登録件数は、

2013年の540件から2022年には1,045件と2倍近く増

加し、年平均増加率7.6%となっている。 

 登録者を国別に見ると、1位の韓国が23.2%(1,567

件)で最も多く、2位：日本20.1%(1,360件)、3位：中

国18.0%(1,217件)、4位：米国16.0%(1,080件)、5位：

欧州連合11.0%(750件)の順となった。 

 主な登録者は、1位:LGイノテック（6.0%、404件）、

2位:サムスン電子（5.7%、384件）、3位に日本の半導

体エネルギー研究所（4.7%、315件）、4位:サムスン

ディスプレイ（3.6%、240件）、5位が中国のBOE（3.3%、

223件）だった。 

 韓国企業では、1位(LGイノテック)、2位(サムスン

電子)、4位(サムスンディスプレイ)、9位(LGディスプ

レイ(5.8%、133件))の4社が10位圏内に入り、世界の

マイクロLED技術をリードしていることが確認でき

る。 

次世代ディスプレイ「マイクロLED」    

技術、韓国が特許登録で世界1位 

 

マイクロLED特許の登録人の国別動向(2013～2020年) 



6 

 
 同期間の年平均増加率は、1位:中国（37.5%）、2位:

欧州連合（10.0%）、3位:台湾（9.9%）、4位:韓国（4.4%）、

5位:米国（4.1%）の順だ。これまで優位を占めていた

韓国と、最近マイクロLED技術に対する研究開発が活

発な中国との技術競争が、一層激しくなることが予

想される。 

 特許庁の半導体製造工程審査課長は、「マイクロ

LEDは、厚み、照度、消費電力、色相の具現化など優

れた長所を有しており、大型テレビ以外にも、スマー

トウォッチ、拡張現実や仮想現実に使われる小型の

ウェアラブルデバイスまで適用分野が拡大し、その

成長の勢いが高まるものと予想される」とし、「韓国

企業が、OLEDに続きマイクロLED技術においても世界

の主導権を握るためには、マイクロLEDチップの製造

技術とマイクロLEDの転写工程技術に対する研究開

発を続ける必要があり、そのために、特許庁では高品

質の審査と関連する特許情報を提供していく」と

語った。 

 

 脳の中で清掃係の役割をする細胞を若返らせて脳

の認知機能を高めることができるという研究結果が

出された。 

 慶熙大学校歯科予科のキム·ドンウン教授研究

チームと忠南大学校脳科学研究所のシン·ヒョジョ

ン博士は、共同研究を通じてミクログリア

(Microglia)を若返らせる技術を開発し、認知症治療

の可能性を明らかにした。研究結果は、国際学術誌の

「Molecular Neurodegeneration」3月18日号に掲載

されている。 

 ミクログリアは、脳で神経の退行反応を起こす多

様な毒性物質を除去し、神経ニューロンを保護する

細胞だ。脳の回路を効率的に動かす一種の清掃係の

役割をすると思えばよい。 

 認知症は、脳に毒性を帯びるアミロイドβ

(Amyloid beta)プラークが過度に蓄積されて発生す

る。アミロイドβプラークはタンパク質が固まった

塊のことをいう。ミクログリアの機能が正常な時は、

この塊を食べて片付けるが、ミクログリアが老化す

ると貪食機能も低下し、脳認知機能障害が生じると

いう研究結果がある。 

 この問題を解決するためには、ミクログリアの活

性を調節する薬物伝達技術が必要だ。研究チームは、

ナノ粒子がミクログリアに高い効率で摂取されると

いう点に着眼し、標的遺伝体を伝達する方法を探し

た。 

 この方法をアルツハイマー病を患っている動物モ

デルに適用した結果、ナノ粒子が伝達した標的遺伝

体が細胞老化誘導因子である「p16ink4a」遺伝子を抑

制することを確認した。そのおかげで、老いたミクロ

グリアが若返って、ミクログリアの貪食及び認知機

能も向上した。 

 研究チームは、ミクログリアの活性の調節を通じ

て、多様な脳疾患を克服するための糸口を見つける

ことができるものと期待している。キム教授は、「脳

内のミクログリアで薬物または遺伝体伝達を調節す

る技術の可能性を提示したことに意義がある」とし、

「今後、これを拡張し血液脳関門の通過効率を増加

し得る超音波活用薬物伝達技術、またはナノ粒子特

性を改善する必要がある」と語った。 

 

 

 

脳の中の清掃係を若返らせる方法を見つ

けた…「認知症治療の可能性を確認」 
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 韓国における知的財産問題でお悩みですか 
新しい選択、HA＆HAにお任せ下さい。 

 （調査、特許・実用新案・デザイン・商標の出願及び登録、著作権、電子商取引、 

インターネット上の権利、コンピュータープログラム、侵害訴訟及び各種紛争） 
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